別表第1(第11条関係)
査察対象物の区分および範囲
区分
範囲

(1)　第1種査察対象物(甲)
次のいずれかに該当するもの
ア　防火対象物定期点検報告を必要とする防火対象物
イ　アに掲げるもの以外のもので、法第8条第1項の規定により防火管理者を定めなければならない特定防火対象物
ウ　ア又はイに掲げるもの以外のもので、消防法施行令(昭和36年政令第37号。以下「政令」という。)第21条の規定により自動火災報知設備の設置を必要とする特定防火対象物

(2)　第1種査察対象物(乙)
危険物製造所等のうち、製造所、屋外タンク貯蔵所および移送取扱所

(3)　第1種査察対象物(丙)
特定事業所

(4)　第2種査察対象物(甲)
第1号に掲げるもの以外のもので、次のいずれかに該当するもの
ア　法第8条第1項の規定により防火管理者を定めなければならない防火対象物
イ　アに掲げるもの以外のもので、政令第13条の規定により水噴霧消火設備等の設置を必要とする防火対象物
ウ　ア又はイに掲げるもの以外のもので、政令第21条又は条例第40条の規定により自動火災報知設備の設置を必要とする防火対象物

(5)　第2種査察対象物(乙)
第2号に掲げるもの以外のもので、法第13条第1項の規定により危険物保安監督者を定めなければならない危険物製造所等

(6)　第3種査察対象物(甲)
第1号又は第4号に掲げるもの以外のもので、政令第10条の規定により消火器具の設置を必要とする防火対象物

(7)　第3種査察対象物(乙)
第2号又は第5号に掲げるもの以外の危険物製造所等

(8)　第4種査察対象物
前各号に掲げるもの以外のもので、次のいずれかに該当するもの
ア　高圧ガス貯蔵取扱所等
イ　少量危険物貯蔵取扱所等
ウ　ア又はイに掲げるもののほか、消防長が火災予防上必要と認める消防対象物

備考
1　この表において「防火対象物定期点検報告」とは、法第8条の2の2第1項の規定による点検および報告をいう。
2　この表において「危険物製造所等」とは、法第10条に規定する指定数量以上の危険物の製造所、貯蔵所および取扱所をいう。
3　この表において「高圧ガス貯蔵取扱所等」とは、危険物の規制に関する政令(昭和34年政令第306号)第1条の10第1項各号に掲げる物質で当該各号に定める数量以上のものを貯蔵し、又は取り扱う場所をいう。
4　この表において「少量危険物貯蔵取扱所等」とは、少量危険物(指定数量の5分の1以上指定数量未満の危険物をいう。)又は条例第33条第1項の指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱う場所をいう。
